提出年月日　　〇年〇月〇日
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　担当者　　　　　　　            
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　連絡先　　　　 　　　　　  　　　　     
申請書類チェックリスト

	No.
	名称
	添付書類

	【各業種共通】

	１
	特定事業計画認定申請書（要領別記第1号様式）
	□

	２
	要領別記第1号様式の添付書類
	定款
	□

	３
	
	登記事項証明書（発行日から3ヶ月以内の現在事項全部証明書の写し）
	□

	４
	
	札幌市ＧＸ推進税制に関する誓約書
	□

	５
	
	関係法令チェックリスト
	□

	６
	要領別記第1号様式別紙（特定事業の内容を明らかにする書類）
	特定事業計画を明らかにする書類
	□

	７
	
	直近の会計年度の財務諸表
	□

	８
	
	従業員名簿（申請の日の属する事業年度の直前の事業年度の末日現在における市内雇用者数（※常用雇用）を証する書類）
※申請時に市内に雇用者がいない場合は不要
	□

	９
	
	その他参考となるもの（会社のパンフレット等。親会社及び道内に関連会社がある場合については、これらの会社案内等。）
	□

	10
	市税の滞納がないことを証する書類又は誓約書及び納入状況確認同意書（別記第２号様式）
	納税証明書
	□

	
	
	市税等の滞納がないことの誓約書兼納税状況確認同意書
※市内で新たに事業を営む場合
	□

	11
	【固定資産税、都市計画税の免除を受ける事業】
	取得する土地の地積測量図等
	□

	12
	
	取得する家屋の設計図等
	□

	13
	
	償却資産の仕様書又は設備配置図、生産工程図等
	□

	【各業種共通・スタートアップ事業のみ】

	14
	【スタートアップ事業】
	スタートアップ事業であることが確認できる書類
※スタートアップ事業の要件は本ガイドライン「２　対象税目、課税免除期間・割合の「○　事業と対象税目」※２を参照
	□

	【ＧＸ事業のみ】

	15
	【洋上風力関連産業】
※対象業種が「その他の教育、学習支援業」の場合のみ
	発電事業又は当該発電事業の用に供する施設に係る建設事業若しくは機械等修理業に従事するために必要なＧＷＯが定める訓練を行うことが確認できる書面
	□

	16
	【データセンター関連産業】
	設備の種別並びにその配置図及び再生可能エネルギー源を変換して得られる電力量の割合が100分の60以上であることの算定根拠となる資料
	□

	17
	【再生可能エネルギー関連産業（太陽光発電事業）】
	太陽光発電の出力合計が2,000kW以上であることを証する書類
	□

	18
	【再生可能エネルギー関連産業（ﾊﾞｲｵﾏｽ発電事業）】
	バイオマス燃料を専焼することを証する書類
	□

	【金融事業（資産運用業）のみ】

	19
	【資産運用業】
	「ＧＸ事業者に係る行為」「市内事務所での行為」であることを把握するための書類
	□


※　法人設立前の場合に提出が出来ない書類がある場合は、これに準ずるものを提出してください。提出できなかった書類は、設立後に提出してください。
※　上記を補完する資料がある場合は、併せて提出してください。


札幌市ＧＸ推進税制に関する誓約書

令和　　年　　月　　日

札幌市長　様
　　　　　　　　　　　　　　　　〈申請者〉
　　　　　　　　　　　　　　　　所在地
　　　　　　　　　　　　　　　　名　称
　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者氏名

申請者は、本事業の実施にあたり、次の事項について誓約します。

１　関係法令（ガイドライン含む）を遵守すること
２　暴力団等に該当しないこと（※）

　上記の誓約に反することが明らかになった場合は、特定事業計画の認定を取り消しされても異存ありません。

　上記の誓約内容を確認するため、別紙チェックリストを提出するとともに、札幌市が他の官公署に照会を行うことについて承諾します。

※暴力団等に該当しないこととは
次に掲げる者のいずれにも該当せず、また、今後もこれらの者に該当することのないこと。
ア 役員等が、暴力団（札幌市暴力団の排除の推進に関する条例第２条第１号に規定する暴力団をいう。以下同じ。）又は暴力団員（札幌市暴力団の排除の推進に関する条例第２条第２号に規定する暴力団員をいう。以下同じ。）であると認められる者。
イ 暴力団員が経営に実質的に関与していると認められる者（札幌市暴力団の排除の推進に関する条例第７条第１項に規定する暴力団関係事業者を含む）。
ウ 役員等が自己、自社若しくは第三者の不正の利益を図る目的又は第三者に損害を加える目的をもって、暴力団又は暴力団員を利用するなどしたと認められる者。
エ 役員等が、暴力団又は暴力団員に対して資金等を供給し、又は便宜を供与するなど直接的あるいは積極的に暴力団の維持、運営に協力し、若しくは関与していると認められる者。
オ 役員等が、暴力団又は暴力団員であることを知りながらこれを不当に利用するなどしていると認められる者
カ 役員等が暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有していると認められる者。
[bookmark: RANGE!A1:F58]
＜関係法令チェックリスト＞
	
	関係法令・項目
	該当
	手続状況
（有の場合）
	確認・手続先

	1
	国土利用計画法に基づく土地売買等届出
	□有
□無
	□手続済
□手続中
□手続予定
（　　年　　月予定）
	確認日：
機関：部署名：
担当者名：
連絡先：

	２
	公有地の拡大の推進に関する法律に基づく土地譲渡届出
	□有
□無
	□手続済
□手続中
□手続予定
（　　年　　月予定）
	確認日：
機関：部署名：
担当者名：
連絡先：

	３
	重要土地等調査法に基づく特別注視区域内における土地等に関する所有権等の移転等の届出
	□有
□無
	□手続済
□手続中
□手続予定
（　　年　　月予定）
	確認日：
機関：部署名：
担当者名：
連絡先：

	４
	都市計画法に基づく開発許可等
	□有
□無
	□手続済
□手続中
□手続予定
（　　年　　月予定）
	確認日：
機関：部署名：
担当者名：
連絡先：

	５
	河川法に基づく河川区域内における土地の占用・行為許可
	□有
□無
	□手続済
□手続中
□手続予定
（　　年　　月予定）
	確認日：
機関：部署名：
担当者名：
連絡先：

	６
	港湾法に基づく港湾区域内又は港湾隣接地域内における港湾区域内水域等の占用・行為許可等
	□有
□無
	□手続済
□手続中
□手続予定
（　　年　　月予定）
	確認日：
機関：部署名：
担当者名：
連絡先：

	７
	海岸法に基づく海岸保全区域等内の占用・行為許可
	□有
□無
	□手続済
□手続中
□手続予定
（　　年　　月予定）
	確認日：
機関：部署名：
担当者名：
連絡先：

	８
	急傾斜地の崩壊による災害の防止に関する法律に基づく急傾斜地崩壊危険区域内の行為許可
	□有
□無
	□手続済
□手続中
□手続予定
（　　年　　月予定）
	確認日：
機関：部署名：
担当者名：
連絡先：

	９
	砂防法に基づく砂防指定地における行為許可、砂防設備の占用許可
	□有
□無
	□手続済
□手続中
□手続予定
（　　年　　月予定）
	確認日：
機関：部署名：
担当者名：
連絡先：

	１０
	地すべり等防止法に基づく地すべり防止区域又はぼた山崩壊防止区域内の行為許可
	□有
□無
	□手続済
□手続中
□手続予定
（　　年　　月予定）
	確認日：
機関：部署名：
担当者名：
連絡先：

	１１
	宅地造成及び特定盛土等規制法に基づく宅地造成等工事規制区域内・特定盛土等規制区域内の工事許可
	□有
□無
	□手続済
□手続中
□手続予定
（　　年　　月予定）
	確認日：
機関：部署名：
担当者名：
連絡先：

	１２
	土地区画整理法に基づく土地区画整理事業の施行地区域内における建築行為等の許可
	□有
□無
	□手続済
□手続中
□手続予定
（　　年　　月予定）
	確認日：
機関：部署名：
担当者名：
連絡先：

	
	関係法令・項目
	該当
	手続状況
（有の場合）
	確認・手続先

	１３
	土砂災害警戒区域等における土砂災害防止対策の推進に関する法律に基づく特別警戒区域内の行為許可
	□有
□無
	□手続済
□手続中
□手続予定
（　　年　　月予定）
	確認日：
機関：部署名：
担当者名：
連絡先：

	１４
	特定都市河川浸水被害対策法に基づく特定都市河川流域内における行為許可
	□有
□無
	□手続済
□手続中
□手続予定
（　　年　　月予定）
	確認日：
機関：部署名：
担当者名：
連絡先：

	１５
	建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律に基づく対象建設工事の届出等
	□有
□無
	□手続済
□手続中
□手続予定
（　　年　　月予定）
	確認日：
機関：部署名：
担当者名：
連絡先：

	１６
	景観法に基づく景観計画区域・景観地区内の行為届出
	□有
□無
	□手続済
□手続中
□手続予定
（　　年　　月予定）
	確認日：
機関：部署名：
担当者名：
連絡先：

	1７
	農業振興地域の整備に関する法律に基づく市町村の農業振興地域整備計画の変更手続き
	□有
□無
	□手続済
□手続中
□手続予定
（　　年　　月予定）
	確認日：
機関：部署名：
担当者名：
連絡先：

	1８
	農地法に基づく農地転用許可
	□有
□無
	□手続済
□手続中
□手続予定
（　　年　　月予定）
	確認日：
機関：部署名：
担当者名：
連絡先：

	1９
	森林法に基づく林地開発許可、保安林指定解除手続き、伐採及び伐採後の造林届出
	□有
□無
	□手続済
□手続中
□手続予定
（　　年　　月予定）
	確認日：
機関：部署名：
担当者名：
連絡先：

	２０
	文化財保護法に基づく埋蔵文化財包蔵地土木工事等届出、史跡・名勝・天然記念物指定地の現状変更許可
	□有
□無
	□手続済
□手続中
□手続予定
（　　年　　月予定）
	確認日：
機関：部署名：
担当者名：
連絡先：

	２１
	土壌汚染対策法に基づく土地の形質変更届出
	□有
□無
	□手続済
□手続中
□手続予定
（　　年　　月予定）
	確認日：
機関：部署名：
担当者名：
連絡先：

	２２
	自然公園法に基づく特別地域・特別保護地区等内の行為許可等
	□有

□無
	□手続済

□手続中

□手続予定
（　　年　　月予定）
	確認日：
機関：部署名：
担当者名：
連絡先：

	２３
	自然環境保全法に基づく自然環境保全地域内の行為許可等
	□有
□無
	□手続済
□手続中
□手続予定
（　　年　　月予定）
	確認日：
機関：部署名：
担当者名：
連絡先：

	２４
	絶滅のおそれのある野生動植物の種の保存に関する法律に基づく生息地等保護区内の管理地区内の行為許可
	□有
□無
	□手続済
□手続中
□手続予定
（　　年　　月予定）
	確認日：
機関：部署名：
担当者名：
連絡先：



	
	関係法令・項目
	該当
	手続状況
（有の場合）
	確認・手続先

	２５
	鳥獣の保護及び管理並びに狩猟の適正化に関する法律に基づく鳥獣保護区の特別保護地区内の行為許可
	□有
□無
	□手続済
□手続中
□手続予定
（　　年　　月予定）
	確認日：
機関：部署名：
担当者名：
連絡先：

	２６
	環境影響評価法に基づく環境影響評価手続き
	□有
□無
	□手続済
□手続中
□手続予定
（　　年　　月予定）
	確認日：
機関：部署名：
担当者名：
連絡先：

	2７
	電波法に基づく伝搬障害防止区域における高層建築物等に係る届出
	□有
□無
	□手続済
□手続中
□手続予定
（　　年　　月予定）
	確認日：
機関：部署名：
担当者名：
連絡先：

	2８
	ガス事業法に基づく事業の開始等の届出
	□有
□無
	□手続済
□手続中
□手続予定
（　　年　　月予定）
	確認日：
機関：部署名：
担当者名：
連絡先：

	2９
	高圧ガス保安法に基づく高圧ガス貯蔵所設置届出 
	□有
□無
	□手続済
□手続中
□手続予定
（　　年　　月予定）
	確認日：
機関：部署名：
担当者名：
連絡先：

	３０
	消防法に基づく申請等
	□有
□無
	□手続済
□手続中
□手続予定
（　　年　　月予定）
	確認日：
機関：部署名：
担当者名：
連絡先：

	３１
	航空法に基づく空港周辺における建物等設置の制限、昼間障害標識設置物件の届出
	□有
□無
	□手続済
□手続中
□手続予定
（　　年　　月予定）
	確認日：
機関：部署名：
担当者名：
連絡先：

	３２
	道路交通法に基づく道路使用許可等
	□有
□無
	□手続済
□手続中
□手続予定
（　　年　　月予定）
	確認日：
機関：部署名：
担当者名：
連絡先：

	３３
	道路法に基づく連系線の道路への架設、道路の占用許可・特殊車両通行許可
	□有
□無
	□手続済
□手続中
□手続予定
（　　年　　月予定）
	確認日：
機関：部署名：
担当者名：
連絡先：

	３４
	土地改良法に基づく土地改良財産の他目的への使用、収益等の承認手続
	□有
□無
	□手続済
□手続中
□手続予定
（　　年　　月予定）
	確認日：
機関：部署名：
担当者名：
連絡先：

	3５
	再エネ海域利用法に基づく占用公募制度による事業者選定手続等
	□有
□無
	□手続済
□手続中
□手続予定
（　　年　　月予定）
	確認日：
機関：部署名：
担当者名：
連絡先：

	3６
	漁港及び漁場の整備等に関する法律に基づく漁港の区域内の水域等における占用等の許可
	□有
□無
	□手続済
□手続中
□手続予定
（　　年　　月予定）
	確認日：
機関：部署名：
担当者名：
連絡先：

	3７
	建築基準法に基づく建築確認
	□有
□無
	□手続済
□手続中
□手続予定
（　　年　　月予定）
	確認日：
機関：部署名：
担当者名：
連絡先：

	
	関係法令・項目
	該当
	手続状況
（有の場合）
	確認・手続先

	3８
	騒音規制法に基づく特定施設の設置に係る届出
	□有

□無
	□手続済

□手続中

□手続予定
（　　年　　月予定）
	確認日：
機関：部署名：
担当者名：
連絡先：

	3９
	振動規制法に基づく特定施設の設置に係る届出
	□有
□無
	□手続済
□手続中
□手続予定
（　　年　　月予定）
	確認日：
機関：部署名：
担当者名：
連絡先：

	４０
	廃棄物の処理及び清掃に関する法律に基づく廃棄物処理業に係る許可
	□有

□無
	□手続済

□手続中

□手続予定
（　　年　　月予定）
	確認日：
機関：部署名：
担当者名：
連絡先：

	４１
	大気汚染防止法に基づくばい煙発生施設設置等の届出
	□有
□無
	□手続済
□手続中
□手続予定
（　　年　　月予定）
	確認日：
機関：部署名：
担当者名：
連絡先：

	４２
	水質汚濁防止法に基づく特定施設の設置等の届出
	□有
□無
	□手続済
□手続中
□手続予定
（　　年　　月予定）
	確認日：
機関：部署名：
担当者名：
連絡先：

	４３
	水産資源保護法に基づく保護水面の区域内の工事許可
	□有
□無
	□手続済
□手続中
□手続予定
（　　年　　月予定）
	確認日：
機関：部署名：
担当者名：
連絡先：

	４４
	温泉法に基づく土地の掘削及び温泉の採取等の許可
	□有
□無
	□手続済
□手続中
□手続予定
（　　年　　月予定）
	確認日：
機関：部署名：
担当者名：
連絡先：

	4５
	電気事業法に基づく各種許可及び届出等
	□有
□無
	□手続済
□手続中
□手続予定
（　　年　　月予定）
	確認日：
機関：部署名：
担当者名：
連絡先：

	4６
	工場立地法に基づく特定工場の新設等の届出
	□有
□無
	□手続済
□手続中
□手続予定
（　　年　　月予定）
	確認日：
機関：部署名：
担当者名：
連絡先：

	4７
	悪臭防止法に基づく特定悪臭物質の発生規制
	□有
□無
	□手続済
□手続中
□手続予定
（　　年　　月予定）
	確認日：
機関：部署名：
担当者名：
連絡先：

	4８
	ダイオキシン類対策特別措置法に基づく特定施設の設置等の届出
	□有
□無
	□手続済
□手続中
□手続予定
（　　年　　月予定）
	確認日：
機関：部署名：
担当者名：
連絡先：





	
	関係条例・項目
	該当
	手続状況
（有の場合）
	確認・手続先

	1
	北海道生物の多様性の保全等に関する条例に基づく管理地区内の行為許可、監視地区における届出
	□有
□無
	□手続済
□手続中
□手続予定
（　　年　　月予定）
	確認日：
機関：部署名：
担当者名：
連絡先：

	2
	北海道公害防止条例に基づく施設等の設置届出、規制基準の遵守
	□有
□無
	□手続済
□手続中
□手続予定
（　　年　　月予定）
	確認日：
機関：部署名：
担当者名：
連絡先：

	３
	北海道自然環境等保全条例に基づく道自然環境保全地域内の行為許可等
	□有
□無
	□手続済
□手続中
□手続予定
（　　年　　月予定）
	確認日：
機関：部署名：
担当者名：
連絡先：

	４
	北海道立自然公園条例に基づく特別地域内の行為許可等
	□有
□無
	□手続済
□手続中
□手続予定
（　　年　　月予定）
	確認日：
機関：部署名：
担当者名：
連絡先：

	５
	北海道屋外広告物条例に基づく広告物の表示又は掲出物件の設置許可
	□有
□無
	□手続済
□手続中
□手続予定
（　　年　　月予定）
	確認日：
機関：部署名：
担当者名：
連絡先：

	６
	北海道文化財保護条例に基づく道指定有形文化財の現状変更等の許可
	□有

□無
	□手続済

□手続中

□手続予定
（　　年　　月予定）
	確認日：
機関：部署名：
担当者名：
連絡先：

	７
	北海道水資源の保全に関する条例に基づく水資源保全地域内の土地売買等届出
	□有
□無
	□手続済
□手続中
□手続予定
（　　年　　月予定）
	確認日：
機関：部署名：
担当者名：
連絡先：

	８
	北海道環境影響評価条例に基づく環境影響評価に係る手続き
	□有
□無
	□手続済
□手続中
□手続予定
（　　年　　月予定）
	確認日：
機関：部署名：
担当者名：
連絡先：

	９
	北海道地球温暖化防止対策条例に基づく再生可能エネルギー計画書の作成等
	□有
□無
	□手続済
□手続中
□手続予定
（　　年　　月予定）
	確認日：
機関：部署名：
担当者名：
連絡先：

	１０
	北海道漁港管理条例に基づく漁港の区域内の行為許可等
	□有
□無
	□手続済
□手続中
□手続予定
（　　年　　月予定）
	確認日：
機関：部署名：
担当者名：
連絡先：

	１１
	北海道沿岸水域の工事取締条例に基づく沿岸水域における工事許可
	□有
□無
	□手続済
□手続中
□手続予定
（　　年　　月予定）
	確認日：
機関：部署名：
担当者名：
連絡先：


※掲載した関係法令は、あくまで参考として例示したものであり、申請者の責任において、法令を所管する行政機関に照会する等により、遵守すべき法令及び関係手続についての最終的な確認を行ってください。
※提出された関係法令チェックリストの内容を踏まえ、手続き状況を証する書面の提出を求める場合があります。
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